育児・介護休業規程

　従業員の育児休業および介護休業の制度、勤務時間の短縮等の措置ならびに育児および家族の介護を行う従業員の深夜業を制限する制度に関しては、この規程の定めによる。この規程に定めのない事項に関しては、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」その他の法令の定めによる。

第　１　章　　育児休業
（対象者）

第　１　条　生後１年未満の子（実子または養子。以下同じ。）を養育する従業員（期間雇用者を含む）であって、休業後も引き続き勤務する意思のある者は、育児のための休業をすることができる。

　　ただし、日々雇用者、および労使協定で適用除外とされた以下に掲げる者を除く。

⑴　継続雇用１年未満の者
⑵　その子の親である配偶者などが常態としてその子を養育できる者
⑶　休業申出の日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかな者
⑷　１週間の所定労働日数が２日以下の者
（育児休業の申出）

第　２　条　育児休業を希望する従業員は、原則として希望する休業開始予定日の１か月前（出産予定日前の子の出生など特別の事情がある場合は１週間前）までに、会社所定の用紙に必要事項を記載し、人事部に提出することにより申し出なければならない。

（育児休業期間）

第　３　条　育児休業期間は、原則として子が１歳に達するまでの間において従業員が申し出た期間とする。ただし、子の死亡その他特別の事情を生じた場合は、休業期間は当初の終了予定日前であっても原則としてその事情の生じた日をもって終了するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、子が保育所へ入所できない等特段の事情がある場合は、１歳６か月に達するまでとする。

（育児休業回数）

第　４　条　同一の子についての育児休業の回数は原則として１回とする。ただし、特別の事情がある場合は子が１歳に達するまで、第３条第２項の場合は１歳６か月に達するまでを限度として再度の休業をすることができる。

（育児休業開始・終了予定日の変更）

第　５　条　育児休業開始予定日は、その１週間前までに申し出ることにより１回に限り繰り上げることができる。

２　休業終了予定日は、１か月前までに申し出ることにより１回に限り１歳に達するまでを限度として延長することができる。ただし第３条第２項の場合は１歳６か月に達するまでとする。

（育児休業申出の撤回等）

第　６　条　育児休業の申出は、休業開始予定日の前日までに限り撤回することができる。

２　前項の場合、次の各号に該当するときを除いては、同一の子について再度の休業申出はできないものとする。

⑴　配偶者が死亡したとき
⑵　配偶者が疾病、心身の障害等により子の養育ができなくなったとき
⑶　配偶者が子と同居しなくなったとき
３　育児休業開始予定日の前日までに子の死亡その他特別の事情を生じた場合は、休業の申出はなかったものとみなす。ただし双子以上の多産児のうちの１人以上が健在であるときはこの限りでない。

（育児休業中の賃金）

第　７　条　育児休業期間中、賃金は支給しない。

２　育児休業期間中の昇給は行わない。

３　賞与は次のとおりとする。

⑴　休業前または休業後に算定対象期間があるときは、その期間の勤務実績に応じて支給する。
⑵　算定対象期間のすべてが休業の場合は支給しない。
（社会保険料等）

第　８　条　育児休業期間中の社会保険料は、申出により法の定めにしたがって免除される。ただし、免除の申出が行われない場合は、各月に会社が立替納付した本人負担分を翌月15日までに従業員に請求するものとし、従業員は会社が指定する日までに支払うものとする。

２　住民税は会社が立替納付し、本人から会社への支払いは前項と同様とする。ただし本人が徴収猶予を受けた場合はこの限りでない。

３　預金等の天引きは中止し、払出し・解約のみ事務取扱いを行う。

（復職）

第　９　条　育児休業が終了し復職する日は、育児休業終了日直後の所定労働日とする。ただし、特別の事情がある場合は、会社と本人が話し合いのうえ決定した日とする。

２　復職した場合、原則として休業前の職場・職務に復帰させる。ただし、やむを得ない事情がある場合はこの限りでない。

（復職時の賃金）

第　10　条　復職時の賃金は、原則として育児休業開始前の水準を下回らないものとする。ただし、職場・職務の変更など特別の事情がある場合はこの限りでない。

（年次有給休暇）

第　11　条　年次有給休暇の付与日数の計算に際しては、育児休業期間はこれを出勤率の算定上出勤したものとみなす。

（勤続年数の算定）

第　12　条　退職金制度その他の制度の適用においては、育児休業期間はこれを勤続年数に算入しない。

（子の養育を容易にするための措置）

第　13　条　会社は生後１年未満の子を養育する従業員で、育児休業の申出をしない者および生後１年に達する前に育児休業を終える者または生後１年から３年に達するまでの子を養育する者について、子の養育を容易にするため次の措置を講じ、書面での申請によりその一を適用する。

⑴　１日２時間以内の勤務時間短縮制度
⑵　所定労働時間外勤務を免除する制度
２　会社は３歳から小学校就学前の子を養育する従業員について前項に準じた適用を行う。

３　第１項各号の適用は、日々雇用者および労使協定により適用を除外された第１条ただし書第２号または第４号に該当する者を除く。

４　前項の措置の手続きなどについては育児休業に関する手続きを準用する。

５　第１項第１号適用者の短縮された時間についての賃金は支給しない。

（育児のための深夜業の制限）

第　14　条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が請求した場合は、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、午後10時から午前５時までの間の深夜業は行わせない。ただし、次に掲げる者を除く。

⑴　日々雇用者
⑵　継続雇用１年未満の者
⑶　請求に係る子の同居の家族（16歳以上の者に限る。）が次のいずれにも該当する者
　①　深夜に就業していないこと（１か月の深夜の就業日数が３日以下を含む。）

　②　心身の状況が子の保育をすることができること

　③　６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産の予定でなく、また、産後８週間以内でないこと

⑷　１週間の所定労働日数が２日以下の者
⑸　所定労働時間の全部が深夜にある者
２　深夜業の制限を請求しようとする者は、１回につき１か月以上６か月以内の期間について、制限開始予定日と制限終了予定日を明らかにして、開始予定日の１か月前までに、会社所定の用紙に必要事項を記載し、人事部に提出しなければならない。

３　制限開始予定日の前日までに子の死亡等により、子を養育しないこととなった場合には、請求はされなかったものとみなす。

４　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。

⑴　子の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合
　　当該事由が発生した日

⑵　制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合
　　子が６歳に達する日の属する年度の３月31日

⑶　請求者について、産前産後休業、育児休業または介護休業が始まった場合
　　産前産後休業、育児休業または介護休業の開始日の前日

５　制限期間中の給与については、別に定める賃金規程に基づき就業しなかった時間に対する賃金は支給しない。

６　深夜業の制限を受ける従業員について、会社は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがある。

（子の看護のための休暇）

第　15　条　小学校就学前の子を養育する従業員は、申出により１年に５日まで、病気・けがをした子の看護の休暇をとることができる。

第　２　章　　介護休業
（対象者）

第　16　条　配偶者、父母、子、配偶者の父母、または同居しかつ扶養している祖父母、兄弟姉妹、孫であって、要介護状態にある者（２週間以上の期間にわたり、常時介護を必要とする状態にある者）を介護する従業員であって、休業後も引き続き勤務する意思のある者は、介護のための休業をすることができる。ただし、日々雇用者および労使協定で適用除外とされた以下に掲げる者を除く。

⑴　期間雇用者で継続雇用１年未満の者
⑵　期間雇用者で介護休業開始予定日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな者
⑶　１週間の所定労働日数が２日以下の者
（介護休業の申出）

第　17　条　介護休業を希望する従業員は、原則として希望する休業開始予定日の２週間前までに、会社所定の用紙に必要事項を記載し、人事部に提出することにより申し出なければならない。

（介護休業の期間・休業回数）

第　18　条　介護休業は、介護を必要とする同一の対象家族１人につき、一の要介護状態ごとに１回の介護休業を通算して93日までとることができる。ただし、対象家族の死亡その他特別の事情を生じた場合は、休業期間はその事情の生じた日をもって終了する。
（介護休業の期間の延長）

第　19　条　介護休業の期間は、休業終了予定日前までに申し出ることにより延長することができる。ただし、通算93日を限度とする。

（介護休業の申出の撤回と再度の申出）

第　20　条　介護休業の申出は休業開始予定日の前日まではこれを撤回することができる。休業の申出を撤回した場合、同じ対象家族について１回は再度休業を申し出ることができる。

２　介護休業開始予定日の前日までに対象家族が死亡した場合その他特別の事情を生じた場合は、休業の申出はなかったものとみなす。

（介護休業中の賃金）

第　21　条　介護休業期間中、賃金は支給しない。

２　賞与は休業前または休業後の算定対象期間の勤務実績に応じて支給する。

（社会保険料等）

第　22　条　介護休業期間中の社会保険料本人負担分は、各月に会社が立替納付した本人負担分を翌月15日までに従業員に請求するものとし、従業員は会社が指定する日までに支払うものとする。

２　住民税は会社が立替納付し、本人から会社への支払いは前項と同様とする。

３　預金等の天引きは中止し、払出し・解約のみ事務取扱いを行う。

（復職）

第　23　条　介護休業が終了した場合、休業前の職場・職務に復帰させる。ただし、やむを得ない特別の事情がある場合はこの限りでない。

２　復職は、原則として介護休業終了日の翌日とする。ただし、特別の事情がある場合は会社と本人が話合いのうえ決定した日とする。

（復職時の賃金）

第　24　条　復職時の賃金は、原則として介護休業開始前の水準を下回らないものとする。

（年次有給休暇）

第　25　条　年次有給休暇の付与日数の計算に際しては、介護休業期間はこれを出勤率の算定上出勤したものとみなす。

（勤続年数の通算）

第　26　条　退職金制度その他の制度の適用においては、介護休業の期間はこれを勤続年数に算入しない。

（介護を容易にするための措置）

第　27　条　家族を介護する従業員は、通算93日を限度として従業員が申し出た期間、勤務時間短縮の措置の適用を受けることができる。ただし、日々雇用者および労使協定で定めた１週間の所定就業日数が２日以下の者を除く。

２　短時間勤務とは、始業を10時00分、終業を16時30分（途中休憩45分）とする所定労働時間２時間00分の勤務時間を短縮する制度をいう。

３　本章の介護休業の制度と本条の措置をあわせて利用する場合は、両者の期間を合わせて93日を限度とする。

４　前各項の措置の手続き等については介護休業に関する手続きを準用する。

５　本制度の適用を受ける間の給与については、別に定める賃金規程に基づき、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。

６　定期昇給の算定にあたっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。

（介護のための深夜業の制限）

第　28　条　要介護状態にある対象家族を介護する従業員が請求した場合は、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、午後10時から午前５時までの間の深夜業は行わせない。ただし、次に掲げる者を除く。

⑴　日々雇用者
⑵　継続雇用１年未満の者
⑶　請求に係る家族の同居の家族（16歳以上の者に限る。）が次のいずれにも該当する者
　①　深夜に就業していないこと（１か月の深夜の就業日数が３日以下を含む。）

　②　心身の状況が家族の介護をすることができること

　③　６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内の出産の予定でなく、また、産後８週間以内でないこと

⑷　１週間の所定労働日数が２日以下の者
⑸　所定労働時間の全部が深夜にある者
２　深夜業の制限を請求しようとする者は、１回につき１か月以上６か月以内の期間について、制限開始予定日と制限終了予定日を明らかにして、開始予定日の１か月前までに、会社所定の用紙に必要事項を記載し、人事部に提出しなければならない。

３　制限開始予定日の前日までに家族の死亡等により家族を介護しないこととなった場合には、請求はされなかったものとみなす。

４　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。

⑴　家族の死亡等制限に係る家族を介護しないこととなった場合
　　当該事由が発生した日

⑵　請求者について、産前産後休業、育児休業または介護休業が始まった場合
　　産前産後休業、育児休業または介護休業の開始日の前日

５　制限期間中の給与については、別に定める賃金規程に基づき、就業しなかった時間に対する賃金は支給しない。

６　深夜業の制限を受ける従業員に対して、会社は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがある。

（職業家庭両立推進者）

第　29　条　会社は本規程の円滑な推進を目指し、職場の雰囲気作り等従業員の職業生活と家庭生活の両立を図るため、職業家庭両立推進者を選任する。

２　職業家庭両立推進者は人事課長とする。

平成○○年○○月○○日制定施行
平成　年　月　日
育児休業申出書
人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　 申出者
所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
下記により育児休業の取得を申請いたします。

記

１．休業申請の対象となる子の氏名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

生年月日　　　平成　　年　　月　　日

申出者との関係

※　この書面提出時にまだ出産していないときは、出産後速やかに｢出生届｣を提出してください。

２．育児休業期間

　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日から

　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日まで

３．育児休業中の連絡先

４．そ　の　他

　　　　　　　　　　　　　　　　

以　　上

	人事部長
	受　付
	所属部長
	

	
	
	
	


平成　年　月　日

出生届（育児休業関係）
人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　

　平成　年　月　日付申請の育児休業申出に係る子を出産いたしましたので、

下記のとおりお届けいたします。

記

１．出生の日　　　　　　　　平成　　年　　月　　日（証明書〈 eq \o\ac(○,写)で可〉添付）

２．子の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３．届出者との続柄

以　　上

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	人事部長
	
	所属部長
	

	
	
	
	



事務処理欄（記入しないでください。）

	出産祝金
	健康保険
	社内報
	従業員会
	その他

	
	
	
	
	


平成　年　月　日

予定日変更

育児休業　　　撤　　　回　届　※該当する方を○で囲む
人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　平成　年　月　日付申請の育児休業につき、（変更・撤回）いたしたくお届けいたします。

変更等につきましては、下記のとおりです。

記

変更前の申出による休業開始予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

変更する休業開始予定日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
変更（又は撤回）の理由


以　　上

　　　　
	人事部長
	
	所属部長
	

	
	
	
	


平成　年　月　日

　　　　　　　

　　　　　　　○○部

○○　○○殿

人事部長　職印
育児休業開始予定日通知
平成　年　月　日付であなたから（変更）申出のあった育児休業取得については、その開始日を下記のとおり指定したので通知いたします。

記

指定休業開始日　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

※　なお、あなたから（変更）申出のあった休業開始予定日は

　　　平成　年　月　日です。

以　　上

平成　年　月　日

育児休業終了届
人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　

私は、平成　年　月　日付申し出により現在育児休業中ですが、このたび下記理由により育児休業を終了いたしたく、お届け申しあげます。

記

１．育児休業終了日　　　　　平成　　年　　月　　日

２．理　　　　　　由　　　　　　　　　　　　　　　　

３．復職予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

４．その他
以　　上

	人事部長
	
	所属部長
	

	
	
	
	


平成　年　月　日

介護休業申出書
人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　

　下記により介護休業の取得を申請いたします。

記

１．休業申請の対象となる要介護者の氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

申出者との関係　　　　　　　　　　　
２．要介護者の現況と介護の必要度

３．介護休業期間

　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日から

　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日まで

３．介護休業中の連絡先

４．そ　の　他

　

	人事部長
	
	所属部長
	

	
	
	
	


平成　年　月　日

勤務時間短縮措置適用申請書（育児・介護）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する方を○で囲む

人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
私は、育児・介護（どちらかに○）のため、勤務時間短縮措置の適用を受けたく、

必要書類添付のうえ下記のとおり申請いたします。

記

１．希望する措置（希望する事項に○を付し必要事項記入；①～③すべて選択も可）

　　①　所定勤務時間の短縮　　イ．　　　　：　　～　　：　　　の2時間

　　　　　　　　　　　　　　　ロ．始業時刻を10：00 A.M.とする

　　　　　　　　　　　　　　　ハ．終業時刻を  4：30P.M.とする

　　　　　　　　　　　　　　　（注）イ～ハの一つに○；イは育児のみとする

②　時間外勤務の免除

3 休日出勤の免除

4 その他　　　　　　　　

２．希望する期間

　　　　　　　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

３．希望する事由

以　　上

	人事部長
	
	所属部長
	

	
	
	
	


平成　年　月　日

深夜業制限措置適用申請書（育児・介護）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する方を○で囲む

人事部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

氏　　名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
私は、育児・介護（どちらかに○）のため、深夜業就業免除の適用を受けたく、

下記のとおり申請いたします。

記

１．この申請に係る対象者

　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　（年齢：　　　）

　　　　　　　　申請者との続柄

　　　　　　　　対象者の現況

２．希望する制限期間

　　　　　　　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

以　　上

	人事部長
	
	所属部長
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